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平成２１年度京田辺市男女共同参画に関する市民意識調査結果概要

市は、第２次京田辺市男女共同参画計画の策定にあたって、市民の男女共同

参画に関する意識や実態を把握し、計画づくりの基礎資料とするため、市民意

識調査を行った。同調査の結果の概要は下記のとおりである。

１ 調査の概要

（１）調査期間＝平成２２年２月１日から１２日まで

（２）調査対象＝無作為に抽出した２０歳以上の男女各１０００人

（３）調査項目＝家庭生活、地域活動、男女共同参画施策などについて

（４）調査方法＝郵送による配付・回収

（５）回収状況＝１１０５通

（６）有効回収率＝５５．３％

２ 調査結果の概要

（１）家庭生活について

『夫は外で働き、妻は家庭を守るのがよい』という考え方について、どう思

うかという質問に対し、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と肯定する

人が４３．０％、「そうは思わない」「どちらかといえばそうは思わない」と否

定する人が５２．４％であった。

また、前回調査（平成１７年度）と比較すると、肯定する人の割合は３７．

６％から４３．０％と５．４ポイント増えており、否定する人の割合は５５．

６％から５２．４％と３．２ポイント減っている。

「夫は外で働き、妻は家庭」という考え方（全体、前回比較）
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男女別でみると、肯定する人の割合は、女性３７．２％に対し男性は５０．

４％と男性が高くなっており、否定する人の割合は、男性４４．４％に対し女

性は５８．７％と女性が高くなっている。

「夫は外で働き、妻は家庭」という考え方（男女別）
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さらに年代別でみると、女性は、７０歳以上で肯定する人と否定する人の割

合が４５．６％と同じであったが、７０歳以上を除く全年代で肯定する人より

否定する人の割合が高く、特に５０歳代では肯定する人の割合が２６．１％に

対し否定する人の割合は６５．７％と３９．６％の差がみられた。

「夫は外で働き、妻は家庭」という考え方（女性_年代別）
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男性は、年代によって肯定する人の割合に違いがあり、２０歳代、３０歳代、

５０歳代では否定する人が肯定する人よりも多くなっている。特に２０歳代で

は肯定する人の割合が３１．１％に対して、否定する人の割合は６０．０％と

２８．９％の差がみられた。逆に４０歳代、６０歳代、７０歳代以上では肯定

する人が、否定する人よりも多くなっている。特に７０歳以上では否定する人

の割合が２７．０％に対して、肯定する人の割合は６７．４％と４０．４％の

差がみられた。

「夫は外で働き、妻は家庭」という考え方（男性_年代別）
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（２）色々な分野での男女の平等感について

男女の平等感を７分野（『学校教育』『職場』『家庭生活』『地域や区・自治会 』

『政治や行政の政策・方針決定の場』『法律・制度』『社会通念、慣習、しきた

り』）で質問したところ、『学校教育』では、「平等」と感じている人の割合が６

９．１％と高いものの、『社会通念、慣習、しきたり』では１０．１％、『職場』

及び『政治や行政の政策・方針決定の場』では１７．２％と低くなっている。

また、７分野とも「男性が優遇されている」と「どちらかといえば男性が優

遇されている」を合わせた「男性優遇」と感じている人の割合が、「女性が優遇

されている」と「どちらかといえば女性が優遇されている」を合わせた「女性

優遇」と感じている人の割合より高くなっている。

色々な分野での男女の平等感（全体）
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男女別でみると、女性は、『学校教育』では「平等」と感じている人の割合が

６７．２％と、他の分野に比べて「平等」だと感じている人の割合が高かった。

一方、『職場』『政治や行政の政策・方針決定の場』『社会通念、慣習、しきたり』
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では、「平等」と答えた人の割合が低く、「男性優遇」と感じている人の割合が

高かった。

男性も、分野ごとの割合は異なるものの、女性が感じているのと同様に『職

場』『政治や行政の政策・方針決定の場』『社会通念、慣習、しきたり』の分野

において「男性優遇」と感じている人の割合が高かった。

男女を比較すると、７分野とも、「平等」と感じている人の割合は女性より男

性の方が高い。特に『家庭生活』『政治や行政の政策・方針決定の場』『法律・

制度』では、女性が感じている以上に、男性は「平等」と感じている。
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前回調査との比較では、『学校教育』『職場』『家庭生活』『地域や区・自治会』

で「平等」と感じている人の割合が増加している。

特に、増加した割合が高かった分野は、『地域や区・自治会』で５．４ポイン

ト増、『職場』で４．８ポイント増であった。

①学校教育（経年比較）
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③家庭生活（経年比較）
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②職場（経年比較）
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⑦社会通念、慣習、しきたり（経年比較）
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⑥法律・制度（経年比較）
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⑤政治や行政の政策・方針決定の場（経年比較）
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④地域や区・自治会（経年比較）
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３ 今回の調査から見る現状

今回の調査で、【夫は外で働き、妻は家庭を守るのがよい】という考え方につ

いて、肯定する人が多く、家庭生活において性別による固定的役割分担意識が

まだまだ残っていることがわかった。

また、【男女の平等感】についても『学校教育』『職場』『家庭生活』『地域や

区・自治会』の分野で「平等」と感じる人の割合が増えたものの、『職場』『政

治や行政の政策・方針決定の場』『社会通念、慣習、しきたり』の分野において

「男性優遇」と感じている人の割合が多く、男女共同参画施策をより一層推進

していくことが求められる結果となった。

なお７分野とも、「平等」と感じている人の割合は女性より男性の方が高い結

果となり、男女で受け止め方に違いがあることが明らかになった。

４ 市が優先的に進めるべき施策について

男女共同参画社会を形成していくために、市が優先的に進める施策について、

『男女が共に働きながら、家事や育児、介護などの家庭生活を両立できる各種

サービスの充実』と回答した人の割合が６８．５％と最も高く、次いで、『女性

の再就職や起業などへのチャレンジ支援』が３１．７％、『政策の立案や方針決

定の場への女性の参画促進』が２７．０％と続く。

男女別でみると、女性は、『男女がともに働きながら、家事や育児、介護など

の家庭生活を両立できる各種サービスの充実』が７３．１％と最も高く、次い

で『女性の再就職や起業などへのチャレンジ支援』が３６．９％と続く。

男性は、『男女がともに働きながら、家事や育児、介護などの家庭生活を両立

できる各種サービスの充実』が６３．６％と最も高く、次いで『政策の立案や

方針決定の場への女性の参画促進』が３４．１％と続く。

男女を比較すると、女性は『男女がともに働きながら、家事や育児、介護な

どの家庭生活を両立できる各種サービスの充実』『女性の再就職や起業などへの

チャレンジ支援』『思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期など人生の各ステー

ジに対応した女性の健康支援』を選択した人が比較的多かった。その一方で、

男性は『政策の立案や方針決定の場への女性の参画促進』『思春期、妊娠・出産

期、更年期、高齢期など人生の各ステージに対応した女性の健康支援』『男女共

同参画教育の充実』を選択した人が比較的多かった。
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５ これからの取組

今回の調査から、【市が優先的に進める施策】では、『男女がともに働きなが

ら、家事や育児、介護などの家庭生活を両立できる各種サービスの充実』『女性

の再就職や起業などへのチャレンジ支援』などワーク・ライフ・バランスに配

慮した施策や『政策の立案や方針決定の場への女性の参画促進』が求められる

結果となった。
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